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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 令和の改新戦略本部（税務課） 

【現 状】 

  所得税法第56条は、納税者と生計を一にする親族がその納税者の営む事業に従事したことなどにより対価の支払を受ける場合は、その対価の

金額は、当該納税者の所得の計算上、必要経費に算入しないこととする規定。これは、親族間の恣意的な所得分割による租税回避を防止する観

点からのもので、昭和24年のいわゆるシャウプ勧告の中で、所得税の課税単位を個人とすべきという指摘とともに、家族従業員を雇用すること

による所得分割を抑制する措置を併せて導入すべきとの指摘があったことを踏まえて、昭和25年の税制改正において規定が創設されたもの。 

  所得税法では、この規定を原則としつつも、第57条で、事業に専従する親族である場合の必要経費の特例等の規定を設けている。同条第１項

では、青色申告者については帳簿等により家計と事業の分離や給与支払の実態を確認できることから、家族従業員への給与の実額による経費算

入を認めている。また、白色申告者については、青色申告者と異なり、資産等の状況まで記帳が求められておらず、同様の確認を行うことが困

難であることなどを踏まえ、実額による経費算入を認めていないが、同条第３項で、概算的な定額（配偶者86万円、その他50万円）の控除が認め

られている。 

 

＜国のスタンス＞ 

「現行の制度は、親族間の恣意的な所得の分割による租税回避を防止することを目的として、青色申告者と白色申告者の記帳の水準の違い

を勘案した制度設計となっていることから、白色申告者による記帳や帳簿等の保存の状況等も踏まえて、引き続き、丁寧に検討する必要があ

ると考えている。」（令和５年６月15日提出の青山大人議員（立憲民主党）の質問主意書に対する答弁書（岸田文雄内閣総理大臣）） 

 

※参考法令：所得税法第56条及び第57条（抜粋） 

（事業から対価を受ける親族がある場合の必要経費の特例） 

第五十六条 居住者と生計を一にする配偶者その他の親族がその居住者の営む不動産所得、事業所得又は山林所得を生ずべき事業に従事した

ことその他の事由により当該事業から対価の支払を受ける場合には、その対価に相当する金額は、その居住者の当該事業に係る不動産所得

の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、必要経費に算入しないものとし、かつ、その親族のその対価に係る各種所得の金額

の計算上必要経費に算入されるべき金額は、その居住者の当該事業に係る不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、

必要経費に算入する。この場合において、その親族が支払を受けた対価の額及びその親族のその対価に係る各種所得の金額の計算上必要経

費に算入されるべき金額は、当該各種所得の金額の計算上ないものとみなす。 

 

（事業に専従する親族がある場合の必要経費の特例等） 

第五十七条 青色申告書を提出することにつき税務署長の承認を受けている居住者と生計を一にする配偶者その他の親族（年齢十五歳未満で

ある者を除く。）で専らその居住者の営む前条に規定する事業に従事するもの（以下この条において「青色事業専従者」という。）が当該事

業から次項の書類に記載されている方法に従いその記載されている金額の範囲内において給与の支払を受けた場合には、前条の規定にかか

わらず、その給与の金額でその労務に従事した期間、労務の性質及びその提供の程度、その事業の種類及び規模、その事業と同種の事業で
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その規模が類似するものが支給する給与の状況その他の政令で定める状況に照らしその労務の対価として相当であると認められるものは、

その居住者のその給与の支給に係る年分の当該事業に係る不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上必要経費に算入

し、かつ、当該青色事業専従者の当該年分の給与所得に係る収入金額とする。 

２（略） 

３ 居住者（第一項に規定する居住者を除く。）と生計を一にする配偶者その他の親族（年齢十五歳未満である者を除く。）で専らその居住者

の営む前条に規定する事業に従事するもの（以下この条において「事業専従者」という。）がある場合には、その居住者のその年分の当該事

業に係る不動産所得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額の計算上、各事業専従者につき、次に掲げる金額のうちいずれか低い金額

を必要経費とみなす。 

一 次に掲げる事業専従者の区分に応じそれぞれ次に定める金額 

イ その居住者の配偶者である事業専従者 八十六万円 

ロ イに掲げる者以外の事業専従者 五十万円 
（以下、略） 

 

 
 


